R 1 INER

Iy £ 2 [ = I &

N
C
»|
v

¢ 2 I & T O

) 4

I & M

|
DA

B5EE) O IBEEEHMmO—MAME O FERDRFEN 1580 O K@@ OALTOSE O ICTOER O AI0ER O 204

(SOA—XZATANED)

XROFNFRIODOVWTGHE
WEMENT . RA~R5DHE
e S TR 1

OEFEEFE O SH1E
hn -50%8 £
(R4:89.2%=R5:91.5%)
QICTHERDERADEISHE
il
(R4:91.5%=R5:94.3%)
QizfFEHIDIZELDPDED
(R4:13.2%=R5:17.0%)

O =B LRI SHUR
/}\

" 75% £
(R4:50.5%=R5:49.1%)

OICTHZRDFERDEIEH
A
FRERTSIHIIERIZED
yEa
(RS : £[E:82.1%%E™:55.7%)

(BRHESED)

ONHEESRHER IR/
REBMRERRCHIIMERF
(CEVWT, —BUTI EEEEZEL T
15592 |CLOER M ZEDRUIGZ
feceT, EEEBREOEISOK L
FITBoTEEZBNS.

QONEFEFRHHMERICHENT, 81
RICENTH I 2BFRIEE DEAHEEN
U3 S RULCET. s=fRilo
SREBEDPDEDMENUIZEE ZBN S,

O _CECDiED, SEEEEREO
HEUIIBRTN 75%LA £ TR
WA UTZ, [FEBICERTET
B IEGHNELARBLTVSEE X
5N,

OFBERTIIINHERIZEDE
WADTEHOLEHERRTETL)
RUWEEZBNS.

(A1)

3. BIRTEMRIILOHDMER-FHE

OO EBEHZBUILIEE | ZAEL UL B R OFHED— AL
[SEBEZEUIEE (LX), BRECHDOHNTREZANTT
2125 -2 RRIIUEEUZRRUEE . FROFETREEEST
EE(CBETERED. ERIMAEEICDIO T, WEBZFUSIT2E
VURFEBAICTI L2, R aHBE > - Pivem/
FREABEM R R NE B HL@IRARZ{EL. SMED— KL%
(43,

ORI CEIE LT[R ZE D <OIHME | & [ REB B LAHE D
i

ETSJapan&EStTEEEEL . FEFELDBHEDEIEZIEPLUT 1%
FOOME I BEBBOREBEHEEDIME 172)\Wwr—ICUT.
REIBEHOE EIFZRZ,

QOFBERTIIINBRIELSHIICTIHZIOERDHEE
BB EHE T I-OTSIIIBRIEMESETBELU T,
BEREVSZFE N,
NEZEERIHMESZEXEL T, ICT;EROBERNDRRERENDIHND
FEAZLRT. HBU. EEKRICOORITS,
* ZDAth

MAREERLEERNROIFTETHA IS 1571 1%, INFE(C
EILFREEDIC. EEENSD 2 HEOREZREEL. FMEFECLS
217 -3 PN EREICHRUO S ZILTT I B L2k 9 B,




Bl 2R

BiR

e
=
h
;3
A
I
M

SM7 FE BT HJEHSEEI S

| SEEiEBEdE
E H _Céo

L7=352

8|zt U RETBLTCECRENEZSH. BILLFEE

OCEFR ATLANIAEH U EOREBAHEEEX EEITEEEONIEFEDOE S (R5:36.2%=>R6B1Z:50% =R6 : 34.5%=>R7BIZ :

50%)

M S5EESE) M 88 LFHMmO—IME O BEADRED - 1580 O KAEmEsE DALTOSE O ICTOER OAIOFER O 204

(/SOA—XDATANED)

DE2TOERDISL., HREBOFRECH
WT. EBEBRTSINBREDE
B1zE=UEEROEISTENNR
5N, (R5:80.7%=R6:87.7%)
QETOERMISL., REBOFHCH
WT. T4 RUILLEIEIEDI> T
YOERDEISTIEMNRSN S,
(R5:78.9%=R6:94.7%)

1A 1 BlmERzZAVEIFERPPHE
D1, [REEPREREDTRE - HiE ]
[F—IR—RADETEE | DERMER
M100%1oTz.

@EEFA—=)L>SNS. FrybzHL
POEDZEMMUICFEROEIE(IEN
NREENS.
(R5:7.0%=R6:15.8%)
OIRPBEHDEEFCALTEDTA— L+
TA—F> | FEE(CREER AEDER]
REEOW S THESENNESNS,

ORMBEIMDERFEE L RFETFEI M
ZEMBULEIETRAMNRSN S,
(R5:8.8%=R6:5.3%)

@OEERE N ICRI T 29 PR BRE ST BR
UleCEN 2 E L DEI S TR D
Bsns.
(R5:21.9%=R6:18.7%)

© CEFR A1 LAAEHE FOZEEE
NeBI3EBONDER-EE. BUSE
FelFB I 2EBONZERBOEISH
LTS,
(R5:36.2%=R6:34.5%)

R EAOMDEALLTIALE
IR DA HEEL TL\STsh, ML
FEDOM 75 TR (JimRZE AL T
WBHTHBEEZSND,

OHETDT 1 — L -TA—F > TIHENN
NR5NZD. FI(FEREMNERIHE
DIINBIENSIRDH TVSEE ZBN D,
OEDIGER DR FRDEN R
ET REROSEIROILIEEERIE
EA5N%.

Ol R DEAREIFZLDT, ZD/ER
WEBERNZEHBLICFTENOT
WRWLWEEZSNS.

(ATZBR<)

3. BRZEMTHLHDHMER-BR

ORFENEDOHEE

RENEEHEE T DD, RD 2 REFRRICITI.
OBRBIBFRAOEEULIINEEHEHESEE

(ETIARIER)

FRZBU BRI REHMEICLD, ZEHE D ORZZE(CDOVWTRPDCAD
R CHENCRETEDLIITKELUR,
OIPERINEZBEEHME] (EHFEBIR)
BRIBRECRIDOILAFHIRZ BN CIRE . BB REOTRIPRIR
MR IEEEZE FANBLIFRTEL,

QALTHZROI1ZZED<OIHE |DEHE

[EEEZEUCIEE |F, £EOREBEHPESREHOBE LD
(C. SROBNBIFECDVWTALTEHRBUIRE DWICEN S %Z%15.
ITLESHIL. BE DOV THHEIREREEZXD, T4—Lh-T1—F T D&
HE_EZHEET B,

QFTE IR BE LI PIEH R AREE MR ESINEEEE
EEL, IMEZED D,

* ZOAth

MARZEAEREETROFETA>I 174 1% INFECBILT
EEBIC. 1 HEENS 2 HEIOREICIENL. SMNERB(CLDTZ1=—
S HNEEB(GRUOH S EILTT I D,






令和７年度　新潟市　英語教育改善プラン

様式１：中学校

目標

「言語活動を通した指導」を柱とした授業を通して自己発信力を高め、自立した学習者を育てる。

○CEFR A1レベル相当以上の英語力を取得又は有すると思われる生徒の割合（R5:36.2%⇒R6目標:50％⇒R6：34.5%⇒R7目標：50％）







改善が進んだ点

未だ

改善が必要な点



３．目標を達成するための施策・事業



２．要因分析

１．目標に対する現状





こちらはひな型ですので、

記載や枠の大きさは自由に変更してください。

目標について

改善の方向性がわかる明瞭かつ具体的な目標を立てること。

生徒の英語力の現状（R6）、目標（R7）を必ず記載すること。

特に重点的に取り組む点をチェックリストから選択し、□内に✓を記入すること（複数選択可）。

１．目標に対する現状について

改善が進んだ点／未だ改善が必要であり、R7年度に重点的に取り組む点について、明瞭かつ具体的に記載すること。

「言語活動に関すること」は、R6全国学調の結果等を踏まえ、必ずいずれかとして記載すること。

定量的なデータがある場合は、可能な限り昨年度からの進捗が分かる形で記載してください。英語教育実施状況調査の結果については必ずしもR6年度のデータである必要はなく、R5年度のデータを参考値として記載することも考えられます。

２．要因分析について

改善が進んだ／進まなかった要因をそれぞれ明瞭かつ具体的に記載すること。

作成する時は、既に入っている説明書きはすべて削除し、番号のみ（①②❶❷等）残してください。

【〇〇都道府県／〇〇市】

→ご自身の都道府県名・指定都市名に修正してください。

３．目標を達成するための施策・事業について

改善が進んだ／進まなかった要因を踏まえ、目標を達成するために、どのような施策・事業を実施するのか、明瞭かつ具体的に記載すること。（改善が進んだ点については、必ずしも施策・事業に結びつける必要はございませんが、更なる取組の充実のために施策・事業を行うことも考えられます。）

施策・事業に関する参考URLやQRコードを掲載すること。



指導と評価の一体化

(パフォーマンステスト含む)

教師の英語力・指導力



言語活動





ALTの参画

ICTの活用

（AIを除く）



校種間連携





その他



AIの活用



こちらのシートには「中学校外国語教育（小中高連携を含む）」に関する英語教育改善プランを記載してください。

✓

✓

①全ての学校のうち、英語の授業において、「学習者用デジタル教科書の活用」を実施した学校の割合で増加が見られる。(R5:80.7%⇒R6:87.7%)

②全ての学校のうち、英語の授業において、デジタルドリルや動画等のコンテンツの活用の割合で増加が見られる。

(R5:78.9%⇒R6:94.7%)

③1人１台端末を用いた「発表ややりとり」、「発話や発音などの録音・録画」、「キーボード入力等で書くこと」の実施率が100%だった。

④電子メールやSNS、チャットを用いたやり取りを実施した学校の割合に増加が見られる。(R5:7.0%⇒R6:15.8%)

⑤遠隔地の教師やALTとのティーム・ティーチング、英語に堪能な人との個別会話の両方で割合に増加が見られる。



❶遠隔地の生徒等と英語で話す交流を実施した割合で減少が見られる。

(R5:8.8%⇒R6:5.3%)

❷英語能力に関する外部試験を受験したことがある生徒数の割合で減少が見られる。(R5:21.9%⇒R6:18.7%)

❸ CEFR A１レベル相当以上の英語力を有すると思われる生徒数、取得または有すると思われる生徒数の割合が減少している。

(R5:36.2%⇒R6:34.5%)



新潟市全体の取り組みとして１人１台端末の活用を推進しているため、教師と教師の両方で積極的に端末を活用しているためであると考えられる。

❶教師のティーム・ティーチングでは増加が見られるため、まずは教師が遠隔地とつながることから始めていると考えられる。❷準会場となる中学校の数が減ったことで、受験の機会も減ったことも要因と考えられる。

❸端末の使用率は高いので、その活用が資質能力を高めることにまだ繋がっていないと考えられる。

①授業改善の推進

　授業改善を推進するため、次の２点を新規に行う。

◇民間事業社と連携した「外国語教育推進事業」

　（モデル校対象）

年間を通した継続的な研修により、教師が自分の授業についてRPDCAの視点で自主的に改善できるように設定した。

◇「中学校外国語主任研修」（全中学校対象）

教科書編集に関わった大学教授を講師に招き、教科書編集の意図や効果的な指導法を学べるように設定した。



②ALT対象の「授業づくり研修」の実施

　「言語活動を通した指導」等、生徒の英語力や自己発信力の向上のために、求められる授業についてALTと共有し授業づくりに携わる機会を設ける。JTLも参加し、授業づくりについて共通理解を図り、ティーム・ティーチングの質的向上を推進する。



③新潟市総合教育センターや新潟市中学校教育研究協議会外国語部と連携し、研修を進める。



＊その他

　市内中学生希望者対象の「新潟市イングリッシュデイ」を、小学生にも広げるとともに、１日開催から２日間の開催に増やし、外国語によるコミュニケーションや外国語に親しむ機会を拡充する。
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